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特集：震災アーカイブ

1. はじめに
東日本大震災の発災後、震災記録資料を集めたデジ
タルアーカイブ（以下、震災アーカイブと記す）が多
数作られた。これらの提供組織は、地方自治体、大学、
報道機関、情報産業等の企業、そして地域の NPO等
さまざまである。また、震災アーカイブには、発災か
ら復旧、復興過程の写真や文書等の原資料を収集提供
するもの、それらの上に何らかのテーマでまとめたコ
ンテンツを提供するもの、被災地の震災以前の写真等
を収集提供するものなど、様々なものがある。国立国
会図書館（NDL）による東日本大震災アーカイブポー
タル「ひなぎく」によりそれらの横断的な検索が可能
になっている [1]。ひなぎくからは、震災アーカイブ以
外に、震災関連資料として震災に関連する記録や論文
等を含むデータベース等も参照されている。震災につ

いて知るうえでこれらはいずれも重要な資料である。
個々の震災アーカイブには、記録資料の探しやすさ
と使いやすさといった課題、そしてアーカイブ間にま
たがった利用による付加価値といった課題がある。前
者の解決は、個別のアーカイブの機能の向上によると
ころが大きく、後者の解決には震災アーカイブ間の連
携だけでなく、それらの枠組みを超えていろいろな
アーカイブや他の資料をWeb上で結びつける機能が
必要とされる。
筆者等は、震災アーカイブに関するこうした課題に
関してメタデータの視点から研究活動を進めてきた。
この研究過程において、青森震災アーカイブ（青森県
八戸市、三沢市、おいらせ町、階上町）、久慈野田譜
代震災アーカイブ（岩手県久慈市、野田村、普代村）、
みちのく震録伝（東北大学災害科学国際研究所）、郡
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山震災アーカイブ（福島県郡山市）を中心にメタデー
タの分析等を行った。本稿では、そうした活動から得
た知見を基礎として、メタデータと Linked Open Data

（LOD）の視点から、震災アーカイブの利用性を向上
するための課題について述べる。

2. デジタルアーカイブとメタデータ
2.1 メタデータに関するいくつかの基本概念
ここではメタデータに関してあまりなじみがない読
者のために、いくつかの基本概念についてごく簡単に
説明する。
メタデータの基本的な定義は「データに関するデー
タ」であり、「何らかの対象に関する記述」である。
震災アーカイブのメタデータと言った場合には、震災
アーカイブに収集蓄積された記録資料に関する記述
（たとえば、記録資料の目録データ）である。メタデー
タ記述の際に、主題や分類等を表すためにあらかじめ
定められた語彙（統制語彙、Controlled Vocabulary）を
用いることがある。これらも何らかの概念に関する記
述であり、広い意味でのメタデータである。
メタデータは、ごく簡単には、記述対象の属性を表
す語と属性値の対の集合として実現される。属性は
Attribute、Propertyあるいは Element（記述項目）といっ
た語で示される。Web上でのメタデータの流通性・相
互運用性のために目的に応じたメタデータ標準が作ら
れている。そうした標準の中で、ネット上の情報資源
（リソース）に関する基本的な属性集合を決める

Dublin Core、人や組織等を表すための FOAF（Friend 

of a Friend）のように広い領域で用いられるものもある。
NDLは Dublin Coreを基礎として DC-NDLを定めて
いる。ひなぎくでは、震災アーカイブ開発のために定
められたガイドライン [2]に基づき、DC-NDLを基礎
として定めたメタデータ記述項目を利用している [3]。
一方、World Wide Webコンソーシアムは、Web上での
メタデータ交換のために実体関連モデル（Entity-

Relationship model）に基づくデータモデルとそのテキ
スト表現形式の標準 Resource Description Framework

（RDF）を定め、そのテキスト表現のために XML形式、
JSON他の形式を定めている。また、ひなぎくでは、
OAI-PMH（Open Archives Initiative – Protocol for Metadata 

Harvesting）と呼ばれるメタデータ収集の標準を利用
して、多数の震災アーカイブからメタデータを収集し、
アーカイブ横断的な検索機能を実現している。

LODは、Web上で公開されたデータをリンクづけ
ることで、データの価値を高める取り組みとして広く
知られている。データ同士を結びつけるには、属性と

属性値の対応関係を陽に定められるメタデータが重要
な役割を果たす。震災アーカイブの場合、ひなぎくの
メタデータ記述項目の範囲でのメタデータの横断的な
利用は行いやすい。一方、属性値がプレーンテキスト
で記述される場合が多く、属性値による結び付けには
それなりの処理が求められる。また、アーカイブ資料
とWikipediaの記事やWebページを結びつける場合に
は、異なる規則の下に作られたメタデータ間でのマッ
ピングが必要になる。

2.2 東日本大震災アーカイブとそのメタデータ
個々の震災アーカイブには写真を中心とする多様な
資料が蓄積されている。震災アーカイブ開発のガイド
ラインでは、単純な構造のメタデータによるアーカイ
ブ構築を前提としている。震災アーカイブ構築におい
ては、大量の資料に対し、厳しい時間的かつ予算的制
約の中でメタデータを作成することが求められた。こ
うした環境下で作られたメタデータの記述品質は必ず
しも高いとはいえない。たとえば、写真の内容を表す
タイトルをつけることは第三者にとっては容易ではな
い。また、1点の資料ごとにメタデータを付与するこ
とを原則とするので、1枚の写真、1件の文書毎にメ
タデータが付与される。写真の場合、1か所で撮影さ
れた連続した写真であっても、それらの関連性は必ず
しも陽に記述されていない。写真のメタデータが緯度
経度、撮影時刻等の時空間データをそれなりの精度で
持っている場合は写真間の関連性が推定可能である。
しかしながら、そうした時空間データがメタデータに
含まれているとは限らない。このように、いろいろな
問題があることが容易に理解できる。
デジタルアーカイブとしての利用性を高めるには、
高品質なメタデータを用意することが重要であるが、
コストを考えると現実には容易ではない。また、画像
解析や認識技術、テキスト分析技術等の高度化によっ
て原資料から機械的にメタデータを作り出すことが期
待されるが、写真が撮られた場所や撮影目的といった
資料のコンテキストに依存する情報や資料作成の意図
といった意味的情報を扱うための技術の蓄積は十分と
は言えず、そうした課題を解決する技術の研究開発が
求められる。

2.3 コミュニティの記憶としてのアーカイブ
震災アーカイブでは、地理的、時間的、内容的に資
料収集の範囲が自ずと定められる。その一方、地域コ
ミュニティは震災以前からあり、震災後も将来に向かっ
て存在し続ける。コミュニティのアーカイブという視
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点から見た場合、震災アーカイブは、東日本大震災と
いう歴史的大災害によって定まる時間的、地理的、内
容的な窓を介してコミュニティを記録するものである
といえる。「未来へのキオク」[4]は、震災以前の地域の
風景等を提供してくれている。津波にかかわる過去の
報告書や学術的な記録を収集する「津波ディジタルラ
イブラリィ」[5]には、三陸地域での津波関係資料も含
まれている。こうしたいろいろなアーカイブ資料や地
域コミュニティにかかわるWebページ等を、震災アー
カイブと結び付けることができれば、時間的、地理的
により広い範囲でコミュニティの記録を見ることがで
きるようになり、コミュニティの記憶と呼ぶことのでき
る意味的な資料の結びつけを得ることができる。

2.4 コミュニティアーカイブの基盤としてのオープン
データ環境
どのようなアーカイブであれ、それ一つだけでコ
ミュニティの全ての記録をカバーすることはできな
い。また、アーカイブ毎にコンテンツ収集や組織化の
方針は異なり、そして利用者のニーズはさまざまであ
る。そのため、アーカイブをオープンなものとし、複
数のアーカイブを結んでニーズに応じたいろいろな機
能を実現できるようにすることが求められる。

LOD環境に適合する形式でアーカイブやWebペー
ジ、並びにそれらのメタデータが提供されることが望
まれる。ひなぎくに結ばれるアーカイブでは、メタ
データが標準化され、LOD環境に適合するように提
供されているため、データの形式上の横断的利用は行
いやすくなっている。しかしながら、記述内容に基づ
く意味的な結び付けにはそれなりの処理が必要であ
り、解決しなければならない課題が多くある。

3. 震災アーカイブの利用性向上を目指して
3.1 ひなぎくと震災アーカイブのメタデータに関して
本稿を書くにあたって、ひなぎくで「多賀城市　八

幡神社　被害」をキーワードとして検索してみた。結
果として、2011年 3月から 2015年 6月までの資料 87

件（内、写真 85件、文書資料 2件）を得た。その中
には、多賀城市の広報公聴係による 2011年 4月 20日
作成の写真が 7件含まれていた。この内の 1件からの
リンクをたどり、写真の提供元である「たがじょう見
聞憶」にアクセスすると、これらは一連の写真として
掲載されており、ひとまとまりのものであることがわ
かった。一方、この構造をひなぎくの検索インタ
フェースだけから知ることは難しく、撮影時刻と場所
からこれらが一連のものであることを想像するしかな

い。また、検索結果には、複数のアーカイブに収集さ
れた 2011年から 2015年までに作られた資料が含まれ
ていることから、多賀城市の八幡神社とその近辺の被
災から復興に至る過程を見ることができるのではない
かということが想像できる。実際に内容をチェックす
ると、被災直後の写真、復旧作業にかかわる神社周辺
の木の伐採作業とその後の神社の修理の写真、そして、
鎮守の森復活への植樹に関する新聞記事までが検索結
果に含まれており、時系列として並べれば八幡神社と
その周りで起きたことを知ることができる。こうした
点は、複数のアーカイブを横断的に利用できることの
利点である。その一方、資料 1点毎のメタデータの内
容を理解した上で資料間をつないで見ることをしなけ
れば、こうしたつながりを見つけることはむつかしい。

3.2 アーカイブの利活用性向上を目指したコンテンツ
集約

3.2.1 単一アーカイブの中でのコンテンツ集約
デジタルカメラがどこにでもあるという時代にな
り、非常に多数の写真が記録資料として得られるよう
になった。このことはアーカイブする記録資料が豊富
になるという良い面を持つ一方、多数の写真をどう組
織化するかといった問題の原因となる。先に述べたよ
うに、限られた人的、予算的資源の中でのメタデータ
作成においては、関連する写真同士の関連性や、写真
の撮影理由や目的を反映するようなタイトルをつける
ことは現実性に乏しい。その結果、検索結果表示が単
なる写真の羅列となってしまい、使いやすさの低下の
原因になると考えられる。
この課題に対し、メタデータを利用して関連する資
料をひとまとめにすること、すなわち複数の資料をひ
とまとまりの資料として集約することが一つの解決方
法として考えられる。

3.2.2 アーカイブ間にまたがるコンテンツ集約
Europeanaでは、多数の参加館から収集したイメー
ジデータ等を集約するためのデータモデルを定めてい
る [6]。ジャパンサーチ構想でもメタデータの集約が重
要なトピックになっている [7]。ひなぎくは多くの震災
アーカイブからメタデータを収集し、横断的利用を可
能にしている。こうした複数のアーカイブからメタ
データを集めるための基盤の上で、さらに内容に応じ
た集約が求められる。
コミュニティの記録は複数のアーカイブやWeb

ページに残されていると考えるのが自然であり、それ
らをつなぐことでコミュニティの記録を有機的につな
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げ、コミュニティの記憶を残すことにつながる。一方、
アーカイブ間にまたがるコンテンツ集約には、越えね
ばならない壁がいくつもある。たとえば、タイトルや
キーワードの作り方はアーカイブ毎にポリシーが異な
ると考える必要がある。また、地名のようにアーカイ
ブによる差が少ないように思えるものであっても、記
述の粒度の違いや地域独特の呼び方といった問題があ
る。異種アーカイブとの連携には、解決すべき問題が
さらに多くある。たとえば、明治期や昭和初期の三陸
大津波の記録と震災アーカイブを結ぶには、市町村合
併等による地名の変更、時代や地域による表現の違い
などいろいろな課題があり、そうした課題を解決する
ための地名辞書等のデータ資源を別途必要とする。

3.3 時空間情報、主題情報による集約
筆者等は、青森震災アーカイブ、久慈野田譜代震災
アーカイブを中心にメタデータに書かれたキーワード
の分析を行った。その結果から、主題語の出現頻度、
写真が占める割合の高さとメタデータ記述品質等に関
する基礎的知見からメタデータによるコンテンツ集約
の必要性を認識し、下記の視点からの研究を進めた。
（1） キーワードの共起関係を利用した資料の集約作成[8]

（2） 時間情報、地理情報（緯度経度）を利用した写真
を中心とする資料の集約作成 [9]

（1）に関しては、出現頻度がメタデータから取り出
したキーワード（主題語）をクラスタリングし、キー
ワードクラスタに含まれる語を持つメタデータの集合
を、各クラスタに対応するメタデータ集約とした。（2）
に関しては、緯度経度と作成日時、および作成者情報
を利用し、同一作成者が連続して撮影したと判定でき
る写真の集合をひとつの集約とした。被災地調査やお
祭りなどのイベントで連続して撮影された写真をひと
まとめにするのには効果的な方法であるといえる。こ
うした手法によって作成した集約を 1件のコンテンツ
とするために集約に対して適切なメタデータを機械的
に生成すること、集約として適切なサイズ（集約中に
含まれる個別資料の数）をどのようにとらえるべきか
といった課題が残されている。

3.4 LOD環境でのアーカイブ間連携のための基盤
アーカイブ内もしくはアーカイブ間で資料を意味的
関係の下に結びつけることを目的として、地域指向の
オントロジーと市町村等の地名の変遷を表す辞書の開
発を進めた。
前者では、記録資料のタイトルや内容記述から固有
名詞を集め、それを施設や組織の分類と組み合わせて

オントロジーを試作した [10]。図 1に一例を示す。東
日本大震災アーカイブには津波被害関連資料が多く蓄
積されていることから、港湾や漁業、水産関連の施設
や組織の名前がメタデータに現れることが多い。一方、
その施設や組織がどういう役割のものであるかは多く
の場合メタデータだけではわからない。このオントロ
ジーに含まれる組織や施設の種類を表す用語は地域に
限定されるものではなく、アーカイブをまたぐ意味的
なメタデータ集約には有用であると考えている。
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        図 1 地域オントロジー記述の一例 3 
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表１ 地名の変遷種別 

種別 概要 

新設合併 複数の地名が統合され、新たな地名がそ

のいずれも引き継がない場合 

編入合併 複数の地名が統合され、新たな地名がそ

のいずれかを引き継ぐ場合 

分割 一つの地名を廃止し、複数の新たな地名

のいずれもその名前を引き継がない場合 

分立 一つの地名を廃止し、複数の新たな地名

のいずれかがその名前を引き継ぐ場合 

改称 一つの地名を廃止し、一つの異なる新た

な地名をつける場合 

町制施行 村が変遷イベントを経て町になる場合 

市制施行 町が変遷イベントを経て市になる場合 

区の設置 政令指定都市における区の新規設置 

郡の設置 都道府県における郡の新規設置 

郡の所属変

更 

ある町村の属する郡の変更 

 

 
 

図1　地域オントロジー記述の一例

「どのような災害が同じ場所で過去にあったのか」、
「災害の前はどのような場所であったのか」といった
ことを知りたいといった利用ニーズを満たすには、
種々のアーカイブをまたいで資料を探す必要がある。
先述のように、そこでは地名が重要な役割を果たす。
しかしながら、長い時間がたつ間に地名は変化する。
近代以降に限定しても、市町村名が自治体の合併等に
よって変化することはまれではない。そこで、筆者等
は、LOD環境で利用可能な地名変遷辞書の開発を進
めた [11]。表 1に地名変遷の種類の一覧を示す。

表1　地名の変遷種別
種別 概要
新設合併 複数の地名が統合され、新たな地名がそのい

ずれも引き継がない場合
編入合併 複数の地名が統合され、新たな地名がそのい

ずれかを引き継ぐ場合
分割 一つの地名を廃止し、複数の新たな地名のい

ずれもその名前を引き継がない場合
分立 一つの地名を廃止し、複数の新たな地名のい

ずれかがその名前を引き継ぐ場合
改称 一つの地名を廃止し、一つの異なる新たな地

名をつける場合
町制施行 ①村が町に移行する場合
市制施行 ②町が市に移行する場合
区の設置 政令指定都市における区の新規設置
郡の設置 都道府県における郡の新規設置
郡の所属変更 ある町村の属する郡の変更

4. 「つなぐ」ことの大切さ
どのようなアーカイブであれ、地域コミュニティにお
きた災害の全てを網羅的に収集することは不可能であ
る。加えて、メタデータの記述は与えられた人的・予
算的資源の範囲内で、ガイドラインに従って進めるこ
とになるので、自ずと記述内容には制約が生じる。ひ
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なぎくが持つ網羅的な横断検索はカバーする範囲を広
げてくれる半面、より深い内容や特定のトピックでの
探索には別の視点を必要とする。そうした別の視点を
与えてくれるものに、Wikipediaやボランティアによる
地域情報のサイト、地域の自治体サイトとそのアーカ
イブ、さらには津波ディジタルライブラリィのような学
術的サイトがある。こうしたサイトと震災アーカイブを
つないで利用できるようにすることが重要である。ま
た、先に示した多賀城市の八幡神社の例のように、複
数の震災アーカイブを横断的に利用することで単独の
アーカイブからは得られない情報を得ることができる。
こうした機能を積極的にサポートすることも震災アー
カイブをより深く利用するための重要な視点であろう。
個別のアーカイブは個別の目的のもとに作られる。

他方、利用者は多様な目的でアーカイブを利用するの
で、個別のアーカイブで利用者の情報ニーズを十分に
満たせないことが生じるのはごく自然なことである。
利用者ニーズを満たすには複数のアーカイブや種々の
情報資源を結ぶ付加価値サービスの実現が重要である。
LOD技術は、そうした付加価値サービスの実現のため
の有効な手段であると思われる。ジャパンサーチをは
じめとして LOD技術を基盤とするプロジェクトが進め
られているのは、そうした期待の表れであろう。一方、
LOD技術を利用して、有機的にアーカイブを結ぶには、
アーカイブのメタデータに関する情報の共有はもとよ
り、先に示した地名の変遷を表す辞書のようにアーカ
イブに特化した用語の意味やそれらのつながりを表す
データ資源が必要とされる。こうした資源は意味的な
記述が求められるので、その作成には現時点ではどう
しても人的努力が必要となるが、将来的にはそうした
データ資源作成の自動化が進んでいくのであろう。

5. おわりに
本稿では、震災アーカイブの利活用性を高める観点
から、アーカイブ内、アーカイブ間でのメタデータの
集約と、それに基づくアーカイブ連携について触れた。
メタデータ集約によるアーカイブ連携は、災害アーカ
イブだけではなく、文化的資源のアーカイブでも必要
である。それらに共通することは、何らかのつながり
を持つコンテンツを見出し、それらを結びつけて利用
者に提供することであり、個別のコンテンツだけでは
見逃しがちな内容を分かりやすく提供すること、そし
て、アーカイブを利用して新たに創られるコンテンツ
も含め利用者により豊富な内容を提供することである

と考えている。
東日本大震災アーカイブには大量のデジタル写真が

蓄積されており、これは阪神淡路大震災等の以前の災
害アーカイブとの大きな違いであると感じる。また、
ツイートや道路情報等、インターネットから得られた
情報が災害の状況を知り復旧に役立てられたことも記
憶には新しく、そうしたものも含めてデジタル情報を
いかにアーカイブし、将来に渡る利用を可能にするか
といったことの検討を進めなければならないと感じる。
なお、本稿では、コンテンツに関する権利管理やデジ
タルアーカイブそのものの長期利用性に関しては述べ
ていない。デジタルアーカイブの発展には、こうした
観点も含めた研究開発を続けることが必要である。
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